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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第84期

当第３四半期
連結累計期間

第84期
当第３四半期
連結会計期間

第83期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12日31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 81,391 25,277 115,551

経常利益 (百万円) 1,400 398 2,945

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) 420 △109 1,195

純資産額 (百万円) － 31,530 32,255

総資産額 (百万円) － 69,724 68,522

１株当たり純資産額 (円) － 1,533.23 1,531.91

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は１株当たり四半期純損失金額(△)

(円) 21.01 △5.54 59.31

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － 59.16

自己資本比率 (％) － 43.3 45.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,946 － △1,173

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 443 － △990

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △983 － △1,628

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) － 8,795 6,449

従業員数 (人) － 999 965

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　 ２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第

  280条ノ21の規定によるストック・オプション(新株予約権)制度を導入しておりますが、第84期当第３四半

  期連結累計期間においては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、および、当第３四半期連

　結会計期間においては、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

　　 ３ 売上高には消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 999〔253〕

(注)  従業員数は就業人員であり、従業員数欄の〔外書〕は、嘱託・契約社員・パートタイマーの当第３四半期連結会

計期間における平均雇用人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 717〔134〕

(注)  従業員数は就業人員であり、従業員数欄の〔外書〕は、嘱託・契約社員・パートタイマーの当第３四半期会計期

間における平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの生産実績は、次のとおりでありま

す。
　

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

生産実績(ｔ)

ボンド事業部門 19,761

化成品商事部門 ―

その他の部門 263

合計 20,024

(注) 化成品商事部門はその品種が多種多様に亘り、その数量の表示が困難であるため記載しておりません。
　

　

(2) 受注実績

当社グループは主として見込生産によっておりますので、受注並びに受注残高について特記すべき事

項はありません。
　
　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの販売実績は、次のとおりでありま

す。
　

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

金額(百万円)

ボンド事業部門 11,281

化成品商事部門 12,795

その他の部門 1,199

合計 25,277

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　
(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間における日本経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した世界的な

金融危機による株価の下落、不況下での円高進展等の影響により企業収益の悪化がみられると同時に企

業の設備投資や個人消費も減速しており、国内景気は後退感が強まってまいりました。当社グループの関

連業界では、建設業界は昨年度よりは回復しているものの低い水準にとどまっており、工事関係も公共投

資が依然低調に推移しております。また、電子・電機、自動車業界は予想以上の需要減速に直面し減産強

化に追い込まれている状態にあります。

　このような状況の中、事業の種類別のセグメントの実績は次のとおりとなりました。 

 

(ボンド事業部門) 

ナフサ価格の急激な下落により原材料価格が低下しつつありますが依然ナフサ価格高騰時の原料高

の影響が大きく残り、消費マインドの低下や建設業界の冷え込みなど厳しい状況が続きました。生産工

場用においては好調であった弾性接着剤や建築工事用においては堅調であった建築補修、土木補修用

が減速し始めました。また、内装施工用においては需要が低迷しているマンションを中心に停滞の影響

を受けました。この状況の結果、工業用接着剤は販売数量、売上高ともに減少いたしました。一般家庭用

接着剤は、販売努力によりＳＵポリマー製品、補修材が好調に推移しましたが、個人消費の低迷による

影響を受け、販売数量、売上高ともに減少いたしました。シーリング材はビル建設用シーリング材、一般

住宅用製品ともに減速傾向にあり、売上高が微減いたしました。サンライズ・エム・エス・アイ㈱は自

動車用シール材が低迷しましたが、住宅用シーリング材が好調に推移したことにより売上高が増加と

なりました。以上の結果、売上高112億81百万円となり、原材料価格上昇と生産数量ダウンの影響を受

け、営業利益４億29百万円となりました。 
　

(化成品商事部門) 

好調を維持していました化学工業向けの工業薬品や塗料業界向けの特殊塗料などは景気の低迷やナ

フサ価格の変動の影響を受け、売上高が減少いたしました。電子・電機、自動車業界は需要減速による

減産の影響を大きく受け、電子部品関連基材・ＩＴ関連材などが低迷し、売上高は減少いたしました。

丸安産業㈱も同様に、電子・電機業界の減速により薄膜材料、電材関係が急速に低迷し、売上高が減少

いたしました。以上の結果、売上高127億95百万円、営業利益42百万円となりました。
　
(その他の部門)

ボンドエンジニアリング㈱は耐震補強工事が堅調に推移しましたが、日本ケミカルデータベース㈱、

ミクニペイント㈱などが急速な景気低迷の影響を受けたことにより売上高が減少いたしました。以上

の結果、売上高11億99百万円、営業利益は57百万円となりました。 
　
この結果、当第３四半期連結会計期間の連結業績は、売上高252億77百万円、営業利益５億28百万円、経

常利益３億98百万円となり、当第３四半期連結会計期間において減損処理による投資有価証券評価損４

億86百万円を計上したため、四半期純損失１億９百万円となりました。

 

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、87億95百万円と

なりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、17億60百万円となりました。これは、減価償却費が３億32百万円、売

上債権の減少額が７億67百万円および仕入債務の増加額が15億91百万円あったこと等によるもので

す。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果得られた資金は、５億59百万円となりました。これは、有価証券の売却による収入が

５億円あったこと等によるものです。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、５億36百万円となりました。これは、短期借入金の純減少額が１億

70百万円、配当金の支払額が１億98百万円および自己株式の取得による支出が１億38百万円あったこ

と等によるものです。

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

　

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更および新た

に生じた課題はありません。

　

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は３億92百万円になりました。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,400,000

計 80,400,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,348,72020,348,720
東京証券取引所
大阪証券取引所
（各市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。
１単元の株式数は100株であ
ります。　　　　

計 20,348,72020,348,720― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　当社は平成13年改正旧商法に基づき新株予約権を発行しております。
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数（個） 5,740

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ――

新株予約権の目的となる株式の種類

普通株式
　　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のな
　　い当社における標準となる株式であります。
　　１単元の株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 574,000 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき999 (注)３

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日から平成21年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

 　　　　　　　　　発行価格   999  
　　　　　　　　　 資本組入額 500

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない

代用払込みに関する事項 ――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ――
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(注) １　当該新株予約権は、旧商法第280条ノ20および第280条ノ21に基づき、当社および当社子会社の取締役、監査役お

よび従業員に対して新株予約権を付与することを、平成16年６月29日開催の第79回定時株主総会において特

別決議されたストック・オプション制度で、平成16年７月20日開催の取締役会において平成16年８月５日に

当該新株予約権を発行することを決議したものであります。

２　当社が株式分割または株式併合を行う場合には、その時点で対象者が行使していない本新株予約権の目的たる

株式の数は、次の算式により株式の数を調整するものとします。ただし、調整により生ずる１株未満の端数に

ついては、これを切り捨てるものとします。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３　当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（ストック・オプションの権利行

使分を除く。）を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げるものとします。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たり時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

　　上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式の総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、および「１株当

たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとします。

また、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、払込価額は当該株式の分割または併合の比率に応

じ比例的に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。さらに、当社

が合併または会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時には、合併ま

たは会社分割等の条件を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものとします。

４(1) 対象者は、新株予約権の行使時においても当社および当社子会社の取締役、監査役または従業員であること

を要します。ただし、対象者が下記に該当する場合には、新株予約権の行使期間中、引き続き新株予約権を行使

することができるものとします。　　

　　①　対象者が任期満了または定年退職により、その地位を喪失した場合

　  ②　取締役または監査役である対象者が辞任によりその地位を喪失後、引き続き当社または当社子会社の　　　　

　　        取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を取得した場合

　　③　従業員である対象者が転籍等の中途退職によりその地位を喪失後、引き続き当社または当社子会社の

        取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を取得した場合

  (2) 対象者が死亡した場合、相続人はこれを行使できないものとします。

  (3) その他細目については、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによるもの

      とします。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年10月１日～ 
平成20年12月31日

― 20,348 ― 4,601 ― 4,180

　

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

EDINET提出書類

コニシ株式会社(E02686)

四半期報告書

 9/26



(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式　471,100

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であります。
１単元の株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他) (注)１
普通株式
　　　19,861,800

198,618 同上

単元未満株式 (注)２ 普通株式  15,820 ― １単元(100株)未満の株式であります。

発行済株式総数 20,348,720 ― ―

総株主の議決権 ― 198,618 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 300株(議決権3個)含 

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式3株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
コニシ株式会社

大阪市中央区道修町 
１―７―１

471,100 ― 471,100 2.31

計 ― 471,100 ― 471,100 2.31

(注)　当第３四半期連結会計期間において、自己株式を取得したことにより、当社が平成20年12月31日現在所有する

自己株式数の合計は646,713株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は3.18%であります。

　
　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 1,0001,1001,0481,0201,0151,000 908 830 860

最低(円) 910 881 925 937 896 866 623 680 742

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　
　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)および当第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項第５

号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

 

　

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)および当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,255 6,810

受取手形及び売掛金 ※３
 34,354

※３
 35,896

有価証券 － 600

商品及び製品 4,939 4,215

仕掛品 195 136

原材料及び貯蔵品 802 582

未成工事支出金 1,499 367

その他 1,018 939

貸倒引当金 △89 △111

流動資産合計 51,976 49,437

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,284 4,437

機械装置及び運搬具（純額） 1,975 2,043

土地 5,151 5,151

その他（純額） 512 423

有形固定資産合計 ※１
 11,923

※１
 12,056

無形固定資産

のれん － 52

その他 221 193

無形固定資産合計 221 246

投資その他の資産

投資有価証券 2,514 3,682

その他 3,294 3,291

貸倒引当金 △205 △193

投資その他の資産合計 5,603 6,780

固定資産合計 17,748 19,084

資産合計 69,724 68,522
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 27,118

※３
 25,583

短期借入金 1,568 1,622

1年内償還予定の社債 1,000 －

1年内返済予定の長期借入金 66 98

未払法人税等 75 467

賞与引当金 415 831

役員賞与引当金 29 43

その他 ※３
 2,877

※３
 1,520

流動負債合計 33,153 30,169

固定負債

社債 － 1,000

長期借入金 123 164

退職給付引当金 1,865 1,865

役員退職慰労引当金 528 565

負ののれん 2 －

その他 2,521 2,502

固定負債合計 5,040 6,097

負債合計 38,194 36,266

純資産の部

株主資本

資本金 4,601 4,601

資本剰余金 4,180 4,180

利益剰余金 21,991 21,971

自己株式 △615 △186

株主資本合計 30,157 30,566

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △38 257

為替換算調整勘定 88 91

評価・換算差額等合計 50 348

少数株主持分 1,322 1,340

純資産合計 31,530 32,255

負債純資産合計 69,724 68,522
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 81,391

売上原価 70,515

売上総利益 10,876

販売費及び一般管理費 ※１
 9,369

営業利益 1,507

営業外収益

受取利息 16

受取配当金 76

その他 98

営業外収益合計 191

営業外費用

支払利息 43

売上割引 119

為替差損 108

その他 26

営業外費用合計 298

経常利益 1,400

特別利益

固定資産売却益 0

貸倒引当金戻入額 28

投資有価証券売却益 137

特別利益合計 165

特別損失

固定資産処分損 25

投資有価証券評価損 578

会員権評価損 3

役員退職慰労金 10

特別損失合計 618

税金等調整前四半期純利益 948

法人税、住民税及び事業税 376

法人税等調整額 139

法人税等合計 515

少数株主利益 12

四半期純利益 420
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 25,277

売上原価 21,652

売上総利益 3,624

販売費及び一般管理費 ※１
 3,095

営業利益 528

営業外収益

受取利息 4

受取配当金 25

その他 36

営業外収益合計 66

営業外費用

支払利息 15

売上割引 42

為替差損 129

その他 8

営業外費用合計 195

経常利益 398

特別利益

貸倒引当金戻入額 8

投資有価証券売却益 10

特別利益合計 19

特別損失

固定資産処分損 14

投資有価証券評価損 486

会員権評価損 0

特別損失合計 501

税金等調整前四半期純損失（△） △83

法人税、住民税及び事業税 △66

法人税等調整額 108

法人税等合計 42

少数株主損失（△） △15

四半期純損失（△） △109
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 948

減価償却費 917

のれん償却額 55

投資有価証券評価損益（△は益） 578

投資有価証券売却損益（△は益） △137

会員権評価損 3

有形固定資産処分損益（△は益） 20

有形固定資産売却損益（△は益） △0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8

賞与引当金の増減額（△は減少） △416

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14

退職給付引当金の増減額（△は減少） △0

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △36

受取利息及び受取配当金 △92

支払利息 43

売上債権の増減額（△は増加） 1,540

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,139

仕入債務の増減額（△は減少） 1,542

その他 1,106

小計 3,911

利息及び配当金の受取額 89

利息の支払額 △41

法人税等の支払額 △1,013

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,946

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △500

有価証券の売却による収入 1,000

有形固定資産の取得による支出 △480

有形固定資産の売却による収入 0

投資有価証券の取得による支出 △31

投資有価証券の売却による収入 246

その他 210

投資活動によるキャッシュ・フロー 443
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △55

長期借入金の返済による支出 △73

リース債務の返済による支出 △6

配当金の支払額 △400

少数株主への配当金の支払額 △18

自己株式の売却による収入 0

自己株式の取得による支出 △429

財務活動によるキャッシュ・フロー △983

現金及び現金同等物に係る換算差額 △60

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,345

現金及び現金同等物の期首残高 6,449

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 8,795
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日  至　平成20年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による低価法により評価しておりま

したが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年

７月５日　企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益は、それぞれ19百

万円減少しております。

　　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　    第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必要な修正を行って

おります。

　　　これによる、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響は

軽微であります。

 

(3) リース取引に関する会計基準の適用

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第

一部会)、平成19年３月30日改正)）および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30日改正)）が平成20年

４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこと

に伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によって

おります。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　　　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　　　これによる、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響は

軽微であります。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日  至　平成20年12月31日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　　　法人税法の改正を契機として資産の利用状況の見直しを行い、機械装置の耐用年数を９～11年から８～10年に変

更しております。

この変更に伴い従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の減価償却費は29百万円増加し、

営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益はそれぞれ同額減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

21,712百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

21,203百万円
 
　２　手形割引高および裏書譲渡高

受取手形割引高 256百万円

受取手形裏書譲渡高 6百万円

輸出手形割引高 52百万円

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理

　四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換

　　　日をもって決済処理しております。

　　　なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機

　　　関の休日のため、下記の科目に当第３四半期連

　　　結会計期間末日満期手形が含まれております。

　受取手形 1,070百万円

　支払手形 301百万円

　流動負債その他
 （設備支払手形） 24百万円

　また、当第３四半期連結会計期間末日決済予定

　　　の売掛金および買掛金の一部は翌営業日の決済

　　　処理となっており、下記のとおり当第３四半期

　　　連結会計期間末日決済予定の金額が含まれてお

　　　ります。

　売掛金 910百万円

　買掛金 3,864百万円

 
　２　手形割引高および裏書譲渡高

受取手形割引高 340百万円

受取手形裏書譲渡高 2百万円

輸出手形割引高 60百万円

 
―――

 

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　　　第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの　

荷造運送費 1,644百万円

従業員給与及び賞与 2,812

賞与引当金繰入額 251

退職給付費用 328

　

　　　第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの　

荷造運送費 557百万円

従業員給与及び賞与 755

賞与引当金繰入額 251

退職給付費用 121
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

　結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

　関係

　（平成20年12月31日現在）

現金及び預金 9,255百万円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金
△460

現金及び現金同等物 8,795百万円
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)および当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 20,348,720

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 646,713

　

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 201 10平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 198 10平成20年９月30日 平成20年12月10日

　
　(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期

　連結会計期間末後となるもの

　

　　　該当事項はありません。

　

　

４　株主資本の金額の著しい変動

平成20年８月13日開催の取締役会および平成20年11月７日開催の取締役会の決議により、それぞれ

平成20年９月５日（約定日）および平成20年11月17日から平成20年12月26日（約定日）に、自己株式

を市場買付けにより取得いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が合計

４億29百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己株式が６億15百万円となっておりま

す。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
ボンド事業
部門
(百万円)

　化成品商事
部門
(百万円)

その他の
部門
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

11,281 12,795 1,199 25,277 ― 25,277

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

101 88 24 213 (213) ―

計 11,383 12,883 1,223 25,491 (213) 25,277

　　　　 営業利益 429 42 57 529 (0) 528

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
ボンド事業
部門
(百万円)

　化成品商事
部門
(百万円)

その他の
部門
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

33,327 44,623 3,441 81,391 ― 81,391

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

307 246 39 594 (594) ―

計 33,635 44,870 3,480 81,986 (594) 81,391

　　　　 営業利益 871 493 146 1,512 (5) 1,507

(注) １  事業区分の方法 

　　商品・製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、事業区分を行っております。

２　各事業区分の主要な製品および商品

　①　ボンド事業部門……工業用接着剤・一般家庭用接着剤・シーリング材・ワックス・清掃用機器 

　②　化成品商事部門……工業薬品・合成樹脂・樹脂成型品・電子部品材料・真空蒸着材料 

　③　その他の部門………塗料・工事請負・化学品データベース・不動産賃貸 

３　会計処理基準に関する事項

　たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による低価法により評価しておりま

したが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年

７月５日　企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における営業費用は「ボンド事

業部門」が18百万円、「化成品商事部門」が０百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 な

お、「その他の部門」に与える影響額はありません。

４　追加情報

　有形固定資産の耐用年数の変更

　　法人税法の改正を契機として資産の利用状況の見直しを行い、機械装置の耐用年数を９～11年から８～10年に

変更しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における営業費用は「ボンド事

業部門」が29百万円、「化成品商事部門」が０百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。な

お、「その他の部門」に与える影響額はありません。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)および当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

　

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)および当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

当社グループは海外売上高が連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

　　１株当たり純資産額 1,533円23銭　　１株当たり純資産額 1,531円91銭

(注) １株当たり純資産額の算定基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 31,530 32,255

普通株式に係る純資産額(百万円) 30,207 30,915

差額の主な内容(百万円)

　少数株主持分 1,322 1,340

普通株式の発行済株式数(千株) 20,348 20,348

普通株式の自己株式数(千株) 646 167

１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数(千株)
19,702 20,180

　

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 21円01銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

―

１株当たり四半期純損失金額 5円54銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

―

　
(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第３四半期連結累計期間においては、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため、および、当第３四半期連結会計期間においては、１株当たり四半期

純損失であるため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12日31日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純利益又は四半期純
損失(△)
(百万円)

420 △109

普通株主に帰属しない金額
(百万円)　

― ―

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)
(百万円)

420 △109

普通株式の期中平均株式数
(千株)

20,036 19,820

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり四半期純
利益金額の算定に含まれなかっ
た潜在株式について前連結会計
年度末から重要な変動がある場
合の概要

― ―

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

第84期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当については、平成20年11月７日開催の

取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株

主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配当を実施いたしました。

①　中間配当金の総額 198百万円

②　１株当たり中間配当金 10円00銭

③　支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成20年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

コニシ株式会社

取締役会　御中

　

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　片　 岡　 茂　 彦 　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　 田 　美 　樹 　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコ

ニシ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コニシ株式会社及び連結子会社の平成20年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

　

EDINET提出書類

コニシ株式会社(E02686)

四半期報告書

26/26


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

